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排出税，汚染削減装置と資本移動∗

杉 山 泰 之

要 約

本稿では排出削減のために使用される汚染削減装置の存在を考慮し，排出税の引き上げ
と外国からの資本流入の増加が，この装置の生産量や総排出量，そして，当該国の経済厚
生に及ぼす影響を分析する。本稿のモデルには 2つの最終財と汚染削減装置の 3部門が存
在するが，一方の最終財と汚染削減装置が外国資本を利用して生産され，(資本流入規制等
により)外国資本の水準が外生的に与えられる場合，汚染排出物を生産要素として使用する
従来の特殊要素モデルにおける結論と我々の結論は，非常に対照的であることが明らかに
なる。具体的には，外国資本の受入国について，以下の比較静学の結果が得られる。(I)外
国資本の増加は総排出量を減少させるため，排出税の水準が限界外部損失よりも低いので
あれば，経済厚生は上昇する。(II)排出税の引き上げに伴い資本レンタルは上昇し，総排出
量は減少するため，当該国の経済厚生最大化を実現する最適な排出税の水準は，自国の限
界外部損失よりも低くなる。

Keywords : 排出税;汚染削減装置;資本移動;国際貿易
JEL classification : F18; F21

1 はじめに

近年，廃棄物や廃水，排ガス処理のための汚

染削減装置が注目を集めている。発展途上国を

始め，環境問題への対応が遅れている国々の装

置市場の規模はまだまだ小さいが，例えば中国

では，環境問題が深刻化する中で，WTO 加盟

による市場開放を通じて，汚染削減装置の市場

もより活性化することが予想されるなど，これ

らの国々における環境問題への対応が促される

と共に，今後，汚染削減装置の市場は益々拡大

していくと考えられる。しかしながら，これら

の装置の生産には環境に関する知識や技術力が

必要であり，発展途上国が自らの力のみで装置

産業を根付かせることは，少なくとも現段階で

∗ 本稿の作成にあたり，阿部顕三教授 (大阪大学)から多く
の貴重なコメントを頂いた。阿部顕三教授に心から感謝
を申し上げます。本稿における謝りは全て筆者の責任で
ある。

は困難である。一方，日本やアメリカ，イギリ

ス等先進国の装置メーカーは，貿易や直接投資

を通じて海外に進出しており，実際に，中国や

ASEAN諸国においては，既に現地生産を開始

している状況である。本稿の目的は，上記の点

を踏まえ，外国資本を利用して生産される汚染

削減装置を想定し，外国からの資本流入の増加

や環境政策の強化が，資本受入国における装置

の生産量や総排出量，そして経済厚生にいかな

る影響を及ぼすのかを考察することである。

これまでに国際的な資本 (要素)移動が存在す

る枠組の下で，環境問題を分析した文献について

は，大国モデルではMerrifield (1988)，Copeland

and Taylor (1997)が，小国モデルでは Copeland

(1994)，Beladi, et al. (1999)等が挙げられる1。ま

1 上記文献のモデルには，少なくとも 2つ以上の最終財が存
在する。最終財が 1つのモデルについては，Wang (1995)，
Rauscher (1997) を参照されたい。Wang (1995) は生産の



sugiyama : 2005/8/23(10:39)

－ 86 － 大 阪 大 学 経 済 学 Vol.55 No.2

ずMerrifield (1988)は，国内に最終財と汚染削減

装置の 2部門が存在する 2国モデルの枠組の下

で，生産物単位当たりの汚染削減装置投入量に対

して最低限の基準を設ける環境政策 (Equipement

Standard)が，2国間の資本移動と越境的な汚染

排出物に与える影響を分析している。Copeland

and Taylor (1997)は南北貿易と環境問題につい

ての文献であり，汚染排出物を 2つの最終財部

門間で移動可能な要素とする特殊要素モデルを

使い，特殊要素である資本の南北間移動と世界

全体での総排出量との関係を分析している。一

方，Copeland (1994)は多数財，多数要素の下で

支出関数とGDP関数を使い，排出税の一律的な

引き上げが当該国の経済厚生に及ぼす影響を考

察している。

Copeland (1994)やRaucher (1997)が示唆する

ように，経済厚生への影響を考える上で，流入資

本の水準が内生変数の場合と外生変数の場合と

では，両者の持つ意味合いは異なる。資本流入

規制等により外国資本の水準が外生的に与えら

れる場合，資本が自由に移動可能なときよりも，

その水準は低く抑えられる可能性がある。この

とき，国内における資本レンタルの水準は，そ

の世界価格よりも高くなるため，当該国が小国

の場合でも，政府は政策水準の変更を通じて，外

国へのレンタル支払いを減少させる動機を持つ

ことになる2。この点については，Beladi, et al.

(1999)が Copeland and Taylor (1997)と同様の特

殊要素モデルを使い，小国における資本流入規

制と排出税の影響を分析している。Beladi, et al.

外部効果が存在するモデルの下で，排出税が 2国間の資本
移動に及ぼす影響を分析している。また，Rauscher (1997)
は消費と生産活動の両方から汚染物質が排出される場合
について，排出税や排出上限基準 (emission standard)の厚
生効果を調べている。

2 杉山 (2002) はこの点に着目し，消費から汚染物質が排出
される場合ついて，当該国の経済厚生最大化を実現する最
適な生産税と関税の組み合わせを考察した。そして，流
入資本の水準が内生変数の場合，生産税と関税は共に限
界外部損失に等しい水準に課されるが，外生変数の場合，
最適な生産税の水準は関税よりも高くなることを明らか
にしている。

(1999)では，排出税の引き上げに伴い特殊要素

である資本のレンタルは低下するため，当該国

の経済厚生最大化を実現する最適な排出税の水

準は，自国の限界外部損失よりも高くなること，

さらに，外国資本の増加は総排出量を増加させ

るため，排出税の水準が限界外部損失よりも高

いのであれば，経済厚生は上昇することが明ら

かにされている。

以上，環境問題と資本移動に関する文献を簡

潔に調査したが，本稿では資本や労働等の本源

的生産要素ではなく，汚染削減装置部門で生産

される装置が排出削減活動に使用されることに

なる。その意味において汚染削減装置は中間財

と類似的であるが3，排出削減活動が中間財的な

意味合いを持つ財によって行われるモデルとし

ては，前掲のMerrifield (1988)の他に，Copeland

(1991)，Chua (2003)，そして，杉山 (2003)が挙

げられる4。これらのうち Copeland (1991)と杉

山 (2003)は，Merrifield (1988)と同様，最終財

部門と排出削減活動を行う部門の 2部門を想定

している。Copeland (1991)は国内に最終財と汚

染排出物処理サービスが存在する小国の枠組み

の下で，不法廃棄をする生産者がいる場合とい

ない場合について，排出税や関税の影響を分析

しており，杉山 (2003)は最終財と汚染削減装置

の 2部門からなる小国を想定し，排出税と装置

投入補助金が装置の国内生産量や輸入量，総排

出量，そして，経済厚生に及ぼす影響を比較検

討している。一方，Chua (2003)は，2つの最終

財部門が排出削減活動を行う部門からそのサー

ビスを購入する 3部門モデルを想定し，排出税

3 国際貿易と環境問題の文献は数多く存在しており，汚染排
出物と排出削減活動の関係についての描写も様々である。
最も頻繁に使用されるのは，汚染排出物を生産要素であ
るかのように扱う方法である。詳細については，Rauscher
(1997)，Antweiler, et al (2001)，そして，Copeland and Taylor
(2003) 等を参照。

4 Chichilnisky (1994)は，熱帯雨林のような環境資源から生
産される財 (環境資源財)が最終財の生産に使用されるモ
デルを用いて，環境資源に対する所有権が設定されてい
る北と，設定されていない南の貿易を分析している。
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の水準のみが異なる 2国間での貿易構造を調べ

ている。

本稿の目的は，外国資本による汚染削減装置

の現地生産が行われる場合について，排出税の

引き上げと外国からの資本流入の増加がこの装

置の生産量や総排出量，そして，当該国の経済

厚生に及ぼす影響を分析することである。これ

まで 2つの最終財部門と汚染削減装置部門の 3

部門モデルを扱っているのは Chua (2003)のみ

であるが，Chua (2003)では貿易構造の議論が中

心となるため，経済厚生については具体的に分

析されておらず，加えて，汚染削減装置部門へ

の外国資本の流入も考慮されていない。その意

味において，本稿の分析は Chua (2003)の議論

をさらに推進するものである。そしてより重要

な点は，流入資本の水準が外生的な場合の厚生

効果について，汚染削減装置を含むモデルでの

分析はまだ行われていないことである5。Beladi,

et al. (1999)は特殊要素モデルの下でこの点を考

察しているが，我々は Beladi, et al. (1999)の結

論とは逆に，排出税の引き上げに伴い資本レン

タルは上昇するため，当該国の経済厚生最大化

を実現する最適な排出税の水準は限界外部損失

よりも低くなること，さらに，外国資本の増加

は総排出量を減少させるため，排出税の水準が

限界外部損失よりも低いのであれば，経済厚生

は上昇することを明らかにする。

最後に，本稿の構成は次の通りである。まず，

第 2節ではモデルの概要を説明する。第 3節は

予備的考察に充てられ，排出税と各要素投入係

数や生産物単位当り排出量との関係が導かれる。

続いて，第 4節では外国資本の増加と排出税の

引き上げが，要素価格，最終財や汚染削減装置

の国内生産量，そして，総排出量に与える影響

を分析する。その後，第 5節で経済厚生につい

て議論し，分析結果と今後の課題を第 6節にま

とめることにする。

5 Din (1994) は，外部不経済を含まない 3 部門モデルにお
いて，外生的な資本流入増加の影響を分析している。

2 モデルの概要

当該国 (以下，自国)は小国であり，全ての市

場は完全競争市場であると仮定する。自国では

本源的生産要素である労働 (L)と資本 (K)から，

2つの最終財 (X1, X2)と汚染削減装置 (Xm)を生

産しているが，我々は生産要素と最終財，汚染

削減装置との関係を，それぞれ，生産関数 Xi =

Fi(Li,Ki), Xm = Fm(Lm,Km), i = 1, 2で表し，各

部門の生産関数は 1次同次な準凹関数であると

仮定する。なお，これらの財は全て貿易財であ

る。以下の分析では，労働 (L)は全ての産業間

を自由に移動可能であるが，資本については自

国資本と外国資本を分類し，自国資本は第 1財

の生産に使用される特殊要素，外国資本は第 2

財と汚染削減装置の生産に使用される特殊要素

であるものとする。

一方，最終財部門の生産活動は付随的に汚染

排出物を発生させるものとする。但し，この汚

染排出物は汚染削減装置の投入によって削減可

能である。我々は最終財からの汚染排出物を Zi

で表し，汚染排出物と生産量，汚染削減装置との

関係を，排出関数 Zi = Φ
i(Xi,Mi)で与えること

にする。ここで，Mは最終財部門における汚染

削減装置の投入量である。我々は排出関数につ

いても 1次同次性を仮定する。また，排出関数

の当該変数による偏微分を下添え字で表し，排

出関数は Φi
X > 0,Φi

M < 0,Φi
XX > 0,Φi

MM > 0と

いう特徴を持つものとする。

自国で使用される政策は排出税 (t)である。生

産関数は 1次同次であるので，最終財と汚染削減

装置の生産関数を生産物単位当たりで表せば，そ

れぞれ，1 = f i(ai
l, a

i
k), 1 = f m(am

l , a
m
k )となる。同

様に，排出関数についても生産物単位当たりの排

出量で表し，zi = φ(ai
m)と書くことが可能である。

ここで，f i, f mは当該部門の生産物単位当たりの

生産関数を，φiは各最終財部門の生産物単位当た

り排出関数を表している。また，ai
o, a

m
o , o = l, k,m
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は要素投入係数であり，zi は生産物単位当たり

の汚染排出物である。なお，我々は単位当たり

排出関数について φi′(ai
m) < 0, φi′′(ai

m) > 0を仮

定する。すなわち，汚染削減装置の投入量が増

加するにつれ，排出削減効果は逓減するものと

する。

上記の説明を考慮して，最終財部門の費用最

小化問題を考える6。生産物単位当たり排出関数

を考慮すると，最終財部門の費用最小化問題よ

り，単位費用関数は次式で与えられる。

c1(w, r, p∗m, t) ≡ min
a1

l ,a
1
k ,a

1
m

{
wa1

l + ra1
k + p∗ma1

m

+ tφ1(a1
m)

∣∣∣ 1 ≤ f 1(a1
l , a

1
k)
}
, (1)

c2(w, ρ, p∗m, t) ≡ min
a2

l ,a
2
k ,a

2
m

{
wa2

l + ρa
2
k + p∗ma2

m

+ tφ2(a2
m)

∣∣∣ 1 ≤ f 2(a2
l , a

2
k)
}
, (2)

ここで，w, r, ρ, p∗mは，それぞれ，労働賃金，自国
と外国資本のレンタル，汚染削減装置の世界価

格である。また，f の下添え字は当該変数による

偏微分を表している。なお，本稿では外国から

の資本流入が外生的に与えられるものとして，自

国における外国資本のレンタル (ρ)がその世界価

格 (r∗)よりも高い状況を想定する (ρ > r∗)。(1)

式より第１財部門の費用最小化の１階の条件は

w/r = f 1
l / f 1

k と −p∗m/t = φ1′ (a1
m)，(2)式より第２

財部門の費用最小化の１階の条件はw/ρ = f 2
l / f 2

k

と −p∗m/t = φ2′ (a2
m)となる。すなわち，技術的限

界代替率が労働賃金と資本レンタルの比率に等

しいことに加え，汚染削減装置の限界的削減 (正

値)が汚染削減装置価格と排出税の比率に等し

くなければならない7。

6 汚染削減装置部門については，2要素における通常の費用
最小化問題と同様である。

7 Merrifield (1988) では，最終財を生産する企業に対して，
排出税のように排出物の対価を支払わせるような政策は
設定されていない。それにもかかわらず汚染削減装置が
導入されるのは，生産物単位当たりの汚染削減装置の投
入量について，その投入基準を定めているからである。

上記の説明を踏まえて，本稿の均衡条件を記

述する。まず，完全競争市場と生産，排出関数

の 1次同次性より，最終財部門と汚染削減装置

部門のゼロ利潤条件が次式で与えられる。

p1 = c1(w, r, p∗m, t), (3)

p2 = c2(w, ρ, p∗m, t), (4)

p∗m = cm(w, ρ), (5)

ここで，ci, cmは各最終財部門と汚染削減装置部

門の単位費用関数であり，p1, p2 は各最終財の

価格を表している。

一方，自国における労働と資本の要素賦存量

は一定であると仮定する。また，外国からの流

入資本も所与である。自国の労働と資本の要素

賦存量を L̄, K̄，外国からの資本流入量を K̄∗ で
表せば，各生産要素の完全雇用条件は以下の通

りである。

L̄ = c1
w(w, r, p∗m, t)X1 + c2

w(w, ρ, p∗m, t)X2

+ cm
w(w, ρ)Xm, (6)

K̄ = c1
r (w, r, p∗m, t)X1, (7)

K̄∗ = c2
r (w, ρ, p∗m, t)X2 + cm

r (w, ρ)Xm, (8)

ここで，単位費用関数の下添え字は当該変数に

よる偏微分を表しており，この当該変数の偏微

分により，各要素投入係数と単位当たり排出量

が導出される。

自国は国内で生産する汚染削減装置のみでは

賄えない分を輸入しているものとする。汚染削

減装置は，最終財部門において排出削減を目的

として投入されるので，この装置の国内生産量，

輸入量と，最終財部門における投入需要との関

係は次の通りである。

Xm + Xm∗ = c1
p∗m (w, r, p∗m, t)X1

+ c2
p∗m (w, ρ, p∗m, t)X2, (9)
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ここで，Xm∗ は汚染削減装置の輸入量である。

最後に，自国の最終財部門は汚染物質を排出

するので，総排出量 (Z)は次式で与えられる。

Z = c1
t (w, r, p∗m, t)X1 + c2

t (w, ρ, p∗m, t)X2. (10)

上記 8 本の方程式体系において，内生変数は

w, r, ρ, X1, X2, Xm, Xm∗ , Z の 8 個となる。以下で

は，tと K̄∗に関する比較静学の結果を検討する。

3 予備的考察

本節では，要素価格や政策変数が，要素投入

係数と単位当たり排出量にいかなる影響を及ぼ

すのかを考察する。なお，本節のより詳細な解

説については，杉山 (2003)を参照されたい。

まず，第 1財部門を例にとると，費用最小化問

題の下で単位当たり生産関数の全微分は，f 1
l da1

l +

f 1
k da1

k = 0で与えられる。このとき，費用最小化

の 1階の条件式を考慮して，変化率で表すと，

θ1l â1
l + θ

1
k â1

k = 0, (11)

ここで，‘ˆ’記号は当該変数の変化率を表してお

り，例えば，̂a1
l = da1

l /a
1
l である。また，θ

1
l , θ

1
k は，

第 1財部門の単位費用に占める労働と資本のシェ

ア額を表しており，それぞれ，θ1l = a1
l w/p1, θ

1
k =

a1
kr/p1で与えられる。同様の方法で，第 2財部

門と汚染削減装置部門については，

θ
j
l â j

l + θ
j
kâ j

k = 0, j = 2,m, (12)

が与えられる。なお，θ j
l , θ

j
kは，第 2財部門と汚染

削減装置部門の単位費用に占める労働と資本のシ

ェア額を表しており，それぞれ，θ2l = a2
l w/p2, θ

2
k =

a2
kρ/p2, θ

m
l = am

l w/p∗m, θmk = am
k ρ/p

∗
m で与えられ

る。

一方，単位当り排出関数についての全微分は

dzi = φi′(ai
m)dai

mである。この式に費用最小化の

1階の条件式を考慮して，変化率で表示すれば，

θimâi
m + θ

i
zẑ

i = 0, (13)

が導かれる。ここで，θim, θ
i
zは最終財の単位費用

に占める汚染削減装置と排出量のシェア額を表

しており，それぞれ，θim = ai
m p∗m/piと θiz = zit/pi

を表している。

次に，各部門についての労働と資本の代替の

弾力性を σ1
f , σ

j
f，汚染削減装置と単位当たり排

出量の相対価格に関する弾力性を σi
φ で表すこ

とにする。費用最小化の 1階の条件が満たされ

るとき，それぞれの弾力性は次式で与えられる。

σ1
f =

â1
k − â1

l

ŵ − r̂
, (14)

σ
j
f =

â j
k − â j

l

ŵ − ρ̂ , (15)

σi
φ =

ẑi − âi
m

p̂∗m − t̂
. (16)

そのため，第 1財部門に関する â1
l と â1

k につ

いては (11)式と (14)式より，第 2財部門と汚染

削減装置部門に関する â j
l と â j

k については (12)

式と (15)式より，各最終財部門における âi
m と

ẑiについては (13)式と (16)式より，以下の関係

が導かれる。

â1
l = −θ̃1kσ1

f (ŵ − r̂), â1
k = θ̃

1
l σ

1
f (ŵ − r̂), (17)

â j
l = −θ̃ j

kσ
j
f (ŵ − ρ̂), â j

k = θ̃
j
lσ

j
f (ŵ − ρ̂), (18)

âi
m = −θ̃izσi

φ( p̂∗m − t̂), ẑi = θ̃imσ
i
φ( p̂∗m − t̂), (19)

但し，それぞれの θ̃ は，θ̃hl = θ
h
l /(θ

h
l + θ

h
k ), θ̃hk =

θhk/(θ
h
l + θ

h
k ), h = 1, 2,m，また，θ̃im = θ

i
m/(θ

i
m +

θiz), θ̃
i
z = θ

i
z/(θ

i
m + θ

i
z)と定義される。

(17)式と (18)式で与えられる関係は，2財 2要

素のへクシャー＝オリーンモデルにおける伝統



sugiyama : 2005/8/23(10:39)

－ 90 － 大 阪 大 学 経 済 学 Vol.55 No.2

的な議論と同様である (例えば，Jones 1965を参

照)。一方，(19)式は汚染削減装置の世界価格と

排出税が，汚染削減装置の投入係数と単位当り

排出量に及ぼす効果を表している。ここで，排

出税と汚染削減装置の単位当たり投入量，単位

当り排出量との関係は âi
m/t̂ > 0, ẑi/t̂ < 0である。

最終財部門における費用最小化の 1階の条件式

として，−p∗m/t = φi′ が与えられたが，単位当た

り排出関数の仮定により φi′ < 0, φi′′ > 0である

ので，排出税の引き上げは汚染削減装置の世界

価格と排出税の相対比率を上昇させる。そのた

め，汚染削減装置の投入係数は増加し，単位当

り排出量は減少することになる。

4 比較静学

本節において，我々は外国資本の増加と排出

税の引き上げが，要素価格，各財の生産量，そ

して，総排出量に及ぼす影響を分析する。

4.1 外国資本 (K̄∗)の増加について
最初に外国資本増加の影響を考察する。均衡

条件式 (3)式から (5)式で明らかなように，本稿

では価格面と数量面を分離して考えることが可

能である。そのため，K̄∗の変化は要素価格に影
響を及ぼさないことが確認される。

ŵ
ˆ̄K∗
=

r̂
ˆ̄K∗
=
ρ̂

ˆ̄K∗
= 0. (20)

次に X1 への影響であるが，(7)式より，以下

の関係が得られる。

X̂1

ˆ̄K∗
= 0. (21)

第 1財の生産量は国内資本の賦存量と第 1財の

資本投入係数に依存する。しかしながら，K̄∗の
変化は要素価格を変化させないため，要素投入

係数も変化しない。また，国内資本の賦存量も

一定のままなので，結局，第 1財の生産量も変

化しないことになる。

一方，X2とXmについては，(6)式と (8)式より，

 λ
2
l λm

l

λ2
k λm

k


 X̂2

X̂m

 =
 0

1

 ˆ̄K∗, (22)

が得られる。ここで，λ j
l , λ

j
kは，第 2財と汚染削

減装置部門において，労働と資本の要素供給量

が各部門に投入される割合を表しており，それ

ぞれ，λ j
l = a j

l X j/L̄, λ
j
k = a j

kX j/K̄∗で与えられる。
(22)式から明らかなように，第 2財と装置の

生産量の変化は当該部門の要素集約度に依存す

る。我々は装置の生産が非常に高度な技術力を

必要とする現状を踏まえ，装置部門は第 2財に

比べて資本集約的であると仮定する。

仮定 1：汚染削減装置部門は第 2財部門に比べ

て資本集約的である (am
k /a

m
l > a2

k/a
2
l )。

(22)式，左辺の係数行列の行列式を |λ|で表す
ことにすれば，仮定 1の下で |λ| = λ2

l λ
m
k −λ2

kλ
m
l > 0

が成立する。このとき，外国資本の増加が第 2

財と汚染削減装置の生産量に及ぼす影響は，以

下の通りである。

X̂2

ˆ̄K∗
= −|λ|−1λm

l < 0, (23)

X̂m

ˆ̄K∗
= |λ|−1λ2

l > 0. (24)

Beladi, et al. (1999)は装置部門の存在しないモ

デルにおいて，外国資本増加の影響を考察して

いるが，外国資本は第 2財の特殊要素であるた

め，この資本の増加は直接的に第 2財の生産量

を増加させることになる。一方，本稿の場合，も

し仮定 1が成立するのであれば，外国資本を使

用する第 2財部門と装置部門において，資本集

約的な装置の生産量は増加し，逆に，労働集約

的な第 2財の生産量は減少することになる。
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\ ŵ r̂ ρ̂ X̂1 X̂2 X̂m Ẑ
ˆ̄K∗ 0 0 0 0 － ＋ －

表 1: 比較静学の結果 (K̄∗ の増加について)

最後に総排出量への影響については，(20)式，

(21)式，そして (23)式を考慮すれば，(10)式よ

り以下の関係が導かれる。

Ẑ
ˆ̄K∗
= λ2

z
X̂2

ˆ̄K∗
= −|λ|−1λ2

zλ
m
l < 0, (25)

ここで，λ2
z は，総排出量に占める第 2財の割合

を表しており，λ2
z = z2X2/Zで与えられる。

外国資本の増加は装置の生産量を増やし，第

2財の生産量を減らす。加えて，要素価格には

影響を及ぼさないため，総排出量の変化は第 2

財部門の生産量の増減に依存する。我々は仮定

1を置いているので，第 2財の生産量減少の結

果，総排出量も減少することになる。

上記の比較静学の結果をまとめたものが，次

の命題 1である (合わせて表 1を参照)。

命題 1：外国資本の増加が各要素価格，最終財

と汚染削減装置の生産量，そして総排出量に及

ぼす影響は次の通りである。

(a)：労働賃金は変化しない。また，自国資本と

外国資本のレンタルも変化しない。

(b)：第 1財の生産量は変化しない。一方，仮定 1

が成立するのであれば，第 2財の生産量は

減少し，汚染削減装置の生産量は増加する。

(c)：仮定 1が成立するのであれば，総排出量は

減少する。

証明: (a)については (20)式より，(b)について

は (21)，(23)式と (24)式より，(c)については

(25)式より，直接的に導出される。(証明終り)

4.2 排出税 (t)の引き上げについて

次に排出税引き上げの影響を考察する。排出

税の要素価格への影響は，均衡条件式 (3)式から

(5)式で与えられるが，まず，(4)式と (5)式から

wと ρへの影響を確認することが可能である。

 θ
2
l θ2k

θml θmk


 ŵ

ρ̂

 =
 −θ

2
z

0

 t̂, (26)

ここで，(26)式，左辺の係数行列の行列式を |θ|
で表せば，仮定 1より |θ| = θ2l θmk − θ2kθml > 0であ

る。そのため，排出税の引き上げが労働賃金と

外国資本のレンタルに及ぼす影響は，以下の通

りである。

ŵ

t̂
= −|θ|−1θ2z θ

m
k < 0, (27)

ρ̂

t
= |θ|−1θ2z θ

m
l > 0. (28)

排出税の引き上げは最終財部門の単位費用の

増加を意味する。Beladi, et al. (1999)の場合，ゼ

ロ利潤が保たれるためには，特殊要素の価格で

ある賃金と資本レンタルは，どちらの部門でも

減少しなければならない。一方，本稿の場合，装

置部門が第 2財部門よりも資本集約的であると

仮定しているので，労働賃金は低下し，汚染削

減装置と第 2財に特殊的な外国資本のレンタル

は上昇することになる。

(27)式の賃金への影響を考慮すると，第 1財

部門のゼロ利潤条件である (3)式より，自国資

本のレンタルへの影響が与えられる。

r̂

t̂
= −|θ|−1θ1−1

k

{
θmk (θ1z θ

2
l − θ1l θ2z ) − θ1z θ2kθml

}
. (29)

(29)式において，もし θ1z θ
2
l − θ1l θ2z > 0ならば，

r̂/t̂ > 0が成立する。そのため，我々は次の仮定

を置くことにする。

仮定 2：第 2財部門の汚染排出物－労働比率は第

1財部門のそれよりも高いものとする (z2/a2
l >

z1/a1
l )。
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排出税の引き上げは第 2財部門と同様，第 1

財部門の単位費用をも増加させる。第 1財部門

で資本と労働の代替が進むかどうかは明確では

ないが，第 2財部門の汚染排出物－労働比率が

第 1財部門のそれよりも高いほど，第 1財部門

において，賃金下落による単位費用の低下圧力

が排出税引き上げによる単位費用の上昇圧力よ

りも大きくなり，自国資本のレンタルが上昇す

る可能性は高くなる。

次に排出税が最終財と汚染削減装置の生産量

に及ぼす影響であるが，X1については (7)式より，

X̂1

t̂
= − â1

k

t̂
= −θ̃1l σ1

f

(
ŵ

t̂
− r̂

t̂

)
> 0, (30)

が得られる。

Beladi, et al. (1999)の場合，要素賦存量が一定

のままであれば，生産量の変化は要素投入係数

の変化に依存する。排出税の引き上げは各部門

における特殊要素への代替をもたらすので，生

産量は両部門ともに減少する。本稿においても，

第 1財部門については Beladi, et al. (1999)から

類推可能である。但し，仮定 1と仮定 2の下で

は，国内資本レンタルは排出税の引き上げと共

に上昇するので，第 1財の資本投入係数は低下

し，第 1財の生産量は増加することになる。

一方，(6)式と (8)式より，

 λ
2
l λm

l

λ2
k λm

k


 X̂2

X̂m

 =
 −δ

l
t

δk∗
t

 t̂, (31)

が成立する。ここで，δl
t と δ

k∗
t は以下の通りで

ある。

δl
t = λ

1
l

X̂1

t̂
−

∑
h

λh
l θ̃

h
kσ

h
f

ŵ

t̂
+ λ1

l θ̃
1
kσ

1
f

r̂

t̂

+
∑

j

λ
j
l θ̃

j
kσ

j
f

ρ̂

t̂
> 0, (32)

δk∗
t = −

∑
j

λ
j
kθ̃

j
lσ

j
f

(
ŵ

t̂
− ρ̂

t̂

)
> 0. (33)

そのため，|λ| > 0を考慮すると，排出税の引き

上げが第 2財と汚染削減装置の生産量に及ぼす

影響は次式で与えられる。

X̂2

t̂
= |λ|−1(λm

k δ
l
t − λm

l δ
k∗
t ) < 0, (34)

X̂m

t̂
= −|λ|−1(λ2

kδ
l
t − λ2

l δ
k∗
t ) > 0. (35)

排出税の引き上げによって，部分的に第 1財

部門に労働が流入するので，第 2財部門と装置

部門で利用可能な労働量は低下する。そのため，

第 2財部門と比べて，資本集約的な装置部門の

生産量は増加し，第 2財部門の生産量は低下す

ることになる。

最後に総排出量への影響については，(10)式

に (27)式から (30)式，そして (34)式を考慮す

れば，

Ẑ

t̂
= λ1

z
X̂1

t̂
+ λ2

z
X̂2

t̂
+

∑
i

λi
zθ̃

i
mσ

i
φ

(
p̂m

t̂
− 1

)
,

= |λ|−1

(|λ|λ1
z − λ1

l λ
2
zλ

m
k )

X̂1

t̂
− λ2

zλ
m
l δ

k∗
t

− |λ|
∑

i

λi
zθ̃

i
mσ

i
φ + λ

2
zλ

m
k


∑

h

λh
l θ̃

h
kσ

h
f

ŵ

t̂

−λ1
l θ̃

1
kσ

1
f

r̂

t̂
−

∑
j

λ
j
l θ̃

j
kσ

j
f

ρ̂

t̂


 < 0. (36)

が得られる。上式の符号は |λ|λ1
z − λ1

l λ
2
zλ

m
k に依

存するが，この部分は，
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|λ|λ1
z − λ1

l λ
2
zλ

m
k = λ

m
k (λ1

zλ
2
l − λ1

l λ
2
z )

− λ1
zλ

2
kλ

m
l < 0, (37)

であるので，仮定 2の下では負であることが確

認される。そのため，排出税の引き上げは総排

出量を減少させることになる。

Beladi, et al. (1999)の場合，両部門の単位当

り排出量と生産量は全て減少するので，総排出

量も明確に減少する。本稿では，両部門の単位

当り排出量と第 2財の生産量は減少するものの，

第 1財部門の生産量は増加する。しかしながら，

第 1財の生産増に伴う排出量の増加効果よりも，

第 2財の生産減に伴う排出削減効果の方が大き

いので，全体としての総排出量は低下すること

になる。

上記の比較静学の結果をまとめたものが，次

の命題 2である (合わせて表 2を参照)。

命題 2：排出税の引き上げが各要素価格，最終

財と汚染削減装置の生産量，そして総排出量に

及ぼす影響は次の通りである。

(a)：仮定 1が成立するのであれば，労働賃金は

低下し，外国資本のレンタルは上昇する。

また，仮定 1，仮定 2が成立するのであれ

ば，自国資本のレンタルは上昇する。

(b)：仮定 1，仮定 2が成立するのであれば，第

1財と汚染削減装置の生産量は増加し，第

2財の生産量は減少する。

(c)：仮定 1，仮定 2が成立するのであれば，総

排出量は減少する。

証明: (a)については (27)，(28)式と (29)式より，

(b)については (30)，(34)式と (35)式より，(c)

については (36)式より，直接的に導出される。

(証明終り)

\ ŵ r̂ ρ̂ X̂1 X̂2 X̂m Ẑ

t̂ － ＋ ＋ ＋ － ＋ －

表 2: 比較静学の結果 (tの増加について)

5 厚生効果について

以下の分析では，第１財をニュメレール財と

して扱うことにする。代表的消費者を仮定し，こ

の消費者の効用水準を uで表すことにする。支

出関数を E(p, u,Z)とすれば，自国の予算制約式

は以下の通りである。

E(p, u,Z) = X1 + pX2 + p∗mXm − p∗m(M1 + M2)

− tZ − ρK̄∗ − tZ, (38)

ここで，M1 + M2 は最終財部門における汚染削

減装置の投入需要の合計である。

支出関数の各変数に関する偏微分を下添え字

で表すことにすれば，資本流入と排出税が自国

の効用水準に及ぼす影響は，上記予算式より以

下の通りである。

Eudu = (t − Ez)dZ − K̄∗dρ. (39)

Beladi, et al. (1999)と同様，歪みの原因は外部

不経済と (資本水準が外生的な場合に発生する)

外国資本へのレンタル支払いの 2点である。な

お，Ezは排出量の限界的削減に対して消費者が

支払っても良いと考える金額を表しており，限

界外部損失を意味する。

まず (20)式を考慮すると，外国資本増加の効

果について，(39)式より，

Eu
du

dK̄∗
= (t − Ez)

dZ

dK̄∗
, (40)

が得られる。

外国資本の増加は資本レンタルに影響を及ぼ

さないため，厚生効果は排出税の水準と総排出
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量への影響に依存する。Beladi, et al. (1999)の

場合，外国資本の増加はこの資本を特殊要素と

して使用する財の生産量を増加させるので，総

排出量も増加することになる。そのため，排出

税の水準が自国の限界外部損失よりも大きいの

であれば，経済厚生は上昇する。しかしながら，

汚染削減装置部門が存在し，外国資本が第 2財

部門だけでなく，この装置部門でも使用されて

いるのであれば，外国資本増加の影響は，これ

らの部門間の資本－労働比率の大きさに依存す

る。我々は装置部門の方が資本集約的な状況を

想定しているので，第 2財部門の生産量の減少

を通じて，総排出量は低下することになる。そ

のため，Beladi, et al. (1999)とは逆に，排出税

の水準が限界外部損失よりも低い場合に，自国

の経済厚生は上昇することが確認できる。

この点を踏まえて，自国の経済厚生を最大化

する最適な排出税の水準を求める。(39)式より，

Eu
du
dt
= (t − Ez)

dZ
dt
− K̄∗

dρ
dt
, (41)

であるので，du/dt = 0を満たす排出税の水準

(top)について，以下の関係が導かれる。

top − Ez = K̄∗
(

dρ
dt

/
dZ
dt

)
< 0. (42)

上記の結果をまとめたものが，次の命題である。

命題 3：仮定 1，仮定 2が成立するものとする。

このとき外国資本の増加と排出税の引き上げが，

自国の経済厚生に及ぼす影響について，以下の

関係が成立する。

(a)：排出税の水準が限界外部損失よりも低いの

であれば，外国資本の増加は自国の経済厚

生を上昇させる。

(b)：自国の経済厚生を最大化する排出税の水準

は，限界外部損失よりも低い。

証明: (a)については，(25)式より dZ/dK̄∗ < 0

であるので，t < Ezならば du/dK̄∗ > 0が得られ

る。(b)については，(28)式より dρ/dt > 0，(36)

式より dZ/dt < 0であるので，(42)式において

top < Ez が成立する。(証明終り)

Beladi, et al. (1999)の場合，排出税を引き上

げると総排出量は減少し，資本レンタルの水準

は低下するため，最適な排出税は当該国の限界

外部損失よりも高い。そして，外国資本の増加

は総排出量を増加させるので，もし t−Ez > 0で

あれば，経済厚生は上昇する。一方，本稿の場

合，(25)式より外国資本の増加は総排出量を低

下させるので，t − Ez < 0であれば，経済厚生は

上昇する。そこで，自国の経済厚生最大化を実

現する排出税の水準を求めると，排出税の引き

上げは外国資本のレンタルを上昇させて，総排

出量を減少させるので，最適な排出税の水準は

限界外部損失よりも低いことが確認される。

6 おわりに

本稿では，汚染削減装置が外国資本を利用し

て生産される場合を想定し，外国資本の増加と

排出税の引き上げが，共に，装置の国内生産量

を増加させて，総排出量を低下させることを確

認した。また，外国資本の水準が外生的に与え

られている場合，これまでの特殊要素モデルに

おける議論とは異なり，排出税の引き上げはこ

の資本のレンタルを上昇させるため，自国の経

済厚生を最大化する排出税の水準は，限界外部

損失よりも低くなること，そして，排出税の水

準が限界外部損失よりも低いならば，外国資本

の増加に伴い自国の経済厚生は上昇する可能性

があることも明らかにした。

最後に，今後の課題についてである。まず，本

稿のモデルは小国の仮定を置いているので，最

終財と汚染削減装置の価格は所与であった。大

国モデルの場合，これらの価格は内生的に決定
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されるため，排出税の引き上げや資本流入の増

加について，本稿とは異なる結論に至る可能性

がある。

次に，非貿易財部門を含むモデルへの拡張が

上げられる。非貿易財部門の排出税が輸出財部

門のそれよりも高い水準に課されることは，エ

コ・ダンピング (eco-dumping) と呼ばれる現象

の一例である。これまでの議論では，排出税の

場合，環境レントが発生しないため，非貿易財

部門と輸出財部門の排出税は差別化されないこ

とになっている8。しかしながら，本稿の経済厚

生の議論から明らかなように，外国資本の水準

が外生的に与えられる場合，外国資本へのレン

タル支払いを低下させる動機が存在する。その

ため，非貿易財部門と輸出財部門の排出税引き

上げが，外国資本のレンタルに異なる変化をも

たらすのであれば，小国であっても排出税の差

別化は生じる可能性がある。

上記の点について，今後さらに検討を加えて

いきたいと考えている。

（大阪大学大学院経済学研究科博士後期課程）
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Emission Tax, Pollution Abatement Equipment, and Capital Movement

Yasuyuki Sugiyama

In this paper, we consider a small country with foreign capital inflow. The country produces

two final goods and a pollution abatement equipment. The foreign capital is used in the

production of the equipment and the one of final goods. Then we examine the effects of a

raise in emission tax and an increase in foreign capital inflow. Our comparative static results

are contrary to those of the specific factor model where pollution is treated as an input into

the production of final goods. Concretely, we obtain the following results: (I) An increase

in foreign capital inflow reduces total pollution. Hence, if the level of emission tax is lower

than the marginal damage, an increase in foreign capital inflow improves the welfare of the

country. (II) Since an increase in emission tax raises the rental rate of the foreign capital, and

reduces total pollution, the optimal tax level which maximizes the welfare of the country is

lower than the marginal damage.

Keywords: Emission tax; Pollution abatement equipment; Capital movement; International

trade
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